
資産統括局 

【款：総務費 項：総務管理費 目：一般管理費】 

(１) 本庁舎維持管理事業費

本庁舎（教育・障害福祉センター、市政情報センター等を含む。）の維持管理を

行う。 

本庁舎 

① 竣工年 昭和 37 年（中館、南館、議事堂）、昭和 57 年（議会新棟） 

昭和 59 年（北館） （東七松町 1丁目 23－1） 

② 構造等 鉄骨鉄筋コンクリート造地下 2階地上 9階建て 

延べ床面積  32,264.28 ㎡ 

敷地面積   18,400 ㎡ 

③ 管 理 直営管理 

392,114 

(396,691)

(２) 本庁舎整備事業費

庁舎設備の機能を維持するための整備工事等を行う。 

本庁舎延命化対策実施設計等 

58,842 

(93,757)

(３) 自動車管理事業費

尼崎市車両管理規程に基づく、公用車の維持・管理及び保険加入等の事務を行

う。 

53,909 

(51,412)

(４) 電子入札システム事業費

インターネットを利用した電子入札システムを兵庫県及び県内加入都市と共同で

運用することにより、入札の競争性・公正性・透明性等の向上を図る。 

5,475 

(6,737)

(５) 発注者支援データベースシステム活用事業費

システムの活用により、工事実績及び技術者の専任配置の確認を行い、工事の適

正な施工の確保、不良不適格業者の排除を図る。 

179 

(179)

(６) 旧梅香小学校敷地複合施設整備事業費

生涯学習の推進を通して、市民の出あい、学びあい、支えあい、つなぎあいを育

み、活発で元気な地域づくりを図る拠点として、旧梅香小学校敷地に中央公民館

と多目的ホール等の複合施設を整備する。 

（平成 31年度供用開始予定） 

258,709 

(97,636)

(７) 公共施設予約システム関係事業費

公共施設の市民利用に係る利便性の向上と利用促進を図るため、自宅のパソコ

ン、スマートフォン等から、施設の空き状況の確認や利用予約等ができる公共施

設予約システムを運用するとともに、必要なシステム改修等を行う。 

13,069 

(21,210)

(８) 市有建築物保全事業費

建築基準法に基づく建築物及び建築設備の定期点検に係る経費等 

90 

(180)
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(９) 公共施設マネジメント推進事業費

本市の保有する公共施設について市民の意見を聴取しながら、ライフサイクルコ

ストの縮減や量と質の最適化を含めた効率的、効果的な資産運営を推進する。 

1,354 

(1,247)

(10)

新規

No.67

公共施設予防保全推進事業費

今後も維持・存続するとした公共施設について、尼崎市公共施設マネジメント計

画（方針 2：予防保全による長寿命化の取組）に基づき、効率的かつ効果的な予

防保全への転換を目指し、必要となる長寿命化の改修の適否を判定するための調

査を実施する。 

12,000 

(0)

(11) 公共用地先行取得事業費会計繰出金

土地開発公社から買い戻した土地の市債元金・利子償還金に係る公共用地先行取

得事業費会計への繰出金 

86,093 

  (281,345)

(12) 建築工事積算システム関係事業費

建築工事積算システムの更新、保守及びリース料

8,983 

(2,116)

(13) 建築設計関係事業費

市有公共建築物の設計等に関する経費 

1,228 

(2,295)

【款：総務費 項：総務管理費 目：財産管理費】 

(14) 財産管理事業費

公有財産の統括管理及び有効活用や市有地の適正管理、市有建物の火災保険に関

する事務を行う。 

39,101 

(29,264)

(15) 尼崎東高等学校跡地活用事業費

尼崎東高等学校跡地のスポーツ広場の運営事業者の選定を行う。また賃貸に向け

た土地の適正管理を行う。 

609 

(1,206)

(16) 若葉小学校跡地活用事業費

若葉小学校跡地の活用に向け、土地活用事業者の選定に係る付属機関の運営及び

活用に伴う土地の分筆を行う。 

613 

(2,626)

(17) 新本庁舎建設基金積立金

本庁舎の将来の建替えに必要な財源を計画的に確保する。 

252,605 

(241,818)

 《基金残高の推移》            （単位：千円） 

28 末残高 29 末残高 30 積立 30 取崩 30 末残高 

251,030 513,448 252,605 0 766,053 
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【款：総務費 項：総務管理費 目：諸費】

(18) 市税還付金、還付加算金等

過年度に収入済の市税について、税額の減額異動等により過誤納金が生じた場合

に、現年度予算から還付金及び還付に伴う加算金等を支出する。 

453,000 

 （458,000）

 《決算の推移（法人市民税に係る内数）》 

24 決算 25 決算 26 決算 27 決算 28 決算 

件

数 

3,995 件 

（688 件） 

3,772 件 

（723 件） 

5,625 件 

（665 件） 

4,738 件 

（768 件） 

3,765 件 

（750 件） 

金

額 

458,617 千円 

（338,740 千円） 

497,683 千円 

（397,821 千円） 

399,276 千円 

（169,661 千円）

505,832 千円 

（287,118 千円）

406,293 千円 

（140,857 千円）

【款：総務費 項：徴税費 目：税務総務費】 

(19) 交際費

固定資産評価審査委員会が外部との交際のために要する経費 

10 

(10)       

(20) 固定資産評価審査委員会関係事業費

固定資産評価審査委員会開催等に要する経費 

38 

(36)

【款：総務費 項：徴税費 目：賦課徴収費】 

(21) 税務帳票作成関連事業費

市税の賦課徴収事務に係る納税通知書等の作成及び封入封かん等を行う。 

54,467 

(47,007)

(22)

歳入

確保

No.72

振替納付推進事業費

納税者が金融機関の預金口座及びゆうちょ銀行を利用して市税を納付する場合に

市がその取扱金融機関に対して支払う手数料等の経費 

また、インターネットで口座振替の申込ができる「Web 口座振替受付サービス」

を新たに導入する。 

9,645 

(4,334)

《口座振替加入率の推移》

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

件数割合 24.7% 25.0% 25.2% 25.6% 25.7%

金額割合 32.7% 33.7% 35.0% 35.0% 34.0%

(23) 固定資産評価関係事業費

固定資産に係る適正課税及び事務効率の推進に資するため、航空写真撮影及び標

準宅地の鑑定評価等を行う。 

40,396 

(41,199)

(24) 例日収入整理業務等経費

市税の納付済通知書のデータ入力、各種集計表作成等に要する経費 

24,835 

(24,281)
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(25) コンビニ収納関係事業費

納税者がコンビニエンスストアで納付した市税の取りまとめを行う収納代行業者

に対して、市が支払う手数料等の経費 

《コンビニ利用率の推移》 

固定資産税・都市計画税、市・県民税（普通徴収）、軽自動車税の合計 

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

件数割合 30.5％ 31.6% 32.9% 34.3% 34.9%

金額割合 9.6％ 10.1% 10.8% 11.4% 11.9%

16,341 

 (16,343)

(26) 納税推進センター関係事業費

嘱託員により、現年課税分のうち、督促状送付後になお未納である納税者を対象

に電話による納税勧奨を行うとともに文書による催告を実施する。 

《実績の推移》                      （単位：千円）

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

対象額 2,396,414 2,425,081 2,579,265 2,294,060 2,524,284

納付額 174,809 193,972 189,444 207,316 228,672

700 

(657)

(27) 公的年金特別徴収等システム関係事業費

一般社団法人地方税電子化協議会運営の eLTAX（エルタックス）システムを利用

して、年金特徴、電子申告、国税連携の各税務事務を電子化することにより、納

税者の利便性の向上や事務の効率化を図る。

17,681 

(17,734)

(28) 税務総合システム関係事業費

平成 32 年度に実施予定である税務系パッケージシステムの導入に伴い、現行の

税務基幹システムからデータを抽出するための経費等 

22,910 

(11,831)

(29) 職員旅費

職員の出張、調査及び滞納整理に要する旅費 

304 

(307)

(30) 兵庫県市長会軽自動車税関係特別会計等負担金

軽自動車税申告書等の代行受理に対して、兵庫県市長会へ支出する事務費等の負

担金 

2,369 

(2,337)
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